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In this study, we analyze the real Osone elementary school subjected the simulated earthquake motion. The 
newly developed analytical method is used in this research which can evaluate the dynamic seismic capacity of 
the old buildings. This method consists of the multi-mass shear system with condensed horizontal layer stiffness 
and the observatory data obtained by mictotremor device. 
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１． はじめに 
本研究では，集約型層剪断系モデルに，地震波を入力
することで動的応答解析を行った．この研究は常時微動
観測の実用性について議論するものではなく，観測によ
って得られた対象建物の応答倍率や固有周期は実用性が
高いと想定のもと，図面や測量から得られるデータと併
用することによって，精度の高い耐震診断が可能な簡易
解析手法の確立を目的とした研究である． 
 
２． 動的耐震検討のための常時微動観測 
本研究では横浜市立大曽根小学校の北側校舎を対象と
して常時微動観測を行った． 
（１）常時微動観測対象建物 
神奈川県所在の，横浜市立大曽根小学校内にある教室
棟のひとつであり，鉄筋コンクリート造地上 3 階建ての
学校建築である．1965 年の竣工から約 45 年が経過して
いるが，2005 年には改修工事を行い，1 階と 2 階の一部
にブレースの増設が施されている．用途は教室等となっ
ている．1 階から 3 階までほぼ同寸法の柱が連続してお
り，比較的単純な構造と言えるだろう．周辺は住宅街で
交通量は比較的少ない．常時微動観測の観測にあたり障
害となるような騒音・振動等は感じられなかった． 
 
 
 
 
 
図１ 対象建物外観 
 
以下に観測点を示す． 
 
図２ 観測点(各階共通) 
 
 
 
 
 
３． 実在建物の動的耐震検討用モデル 
（１）平面骨組 
部材端の塑性状態を材端回転ばねによって表現した平
面骨組解析法を示す．立体骨組では水平面を x y  面，
鉛直方向を z 軸とし，x y z  の順で各軸が右手系とな
る座標空間を考える．平面骨組では，水平方向を x 軸，
鉛直方向を y 軸とし，同じく x y z  なる順で各軸が右
手系をなす座標平面を考える．これは，立体骨組の水平
面を平面骨組の鉛直面として利用することを意味する．
従って，平面骨組の定式化はそのまま立体骨組の水平面
の定式化に転用することができる． 
部材座標系における要素剛性マトリクス： 
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全体座標系における要素剛性マトリクス： 
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（２）立体骨組 
平面骨組での回転角と曲げモーメントの正負を逆にす
るだけで縦方向変形の定式化を得ることができる． 
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マトリクスの成分は式(2)から式(15)の各式と同じである． 
立体骨組では直交方向に接続する部材の曲げによって
捩り変形が発生する．これを次に定式化する． 
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,L R ：捩れ角， ,L RT ：捩りモーメント， K ：捩り定数 
式(1)，式(17)，式(18)を重ね合わせて立体骨組の要素剛
性方程式は以下のようになる． 
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座標変換マトリクス [ ]T は以下のように定める． 
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（３）層崩壊型剪断質点系モデルの剛性算出 
本研究において，集約型層剛性モデルにおける部材剛
性について，より実際の建物の剛性に近い値を用いて解
析を行うために，立体骨組モデルの剛性マトリクスから
算出した層剛性を用いて低減を行った． 
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ここに， H ：柱の高さ 
10 22.27 10 [N/m ]E   ：ヤング率 
3 412[m ]I bD ：柱断面二次モーメント 
a ：立体骨組みモデル剛性と比較し算出した低
減率 
次に壁剛性は以下の式で算出する． 
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ここに， 4 20.9445 10 [N ]G mm  ：剪断弾性係数 
[ ]t mm ：壁厚， [ ]L mm ：壁の長さ， [ ]H mm ：壁の高さ 
a ：立体骨組みモデルと比較し算出した低減率 
 
表 1 各階の集約型層剛性 
階層 層剛性 [N/m]  
3 階 94.78 10  
2 階 95.03 10  
1 階 96.41 10  
 
（４）建物の質量算定 
 建物の同定問題を研究するにあたり，大曽根小学校第
二校舎の質量を測量した． 
 
表 2 各階の質量 
階層 質量 t  
3 階 341.23  
2 階 488.26  
1 階 477.13  
 
４． 動的応答解析 
（１）増分型 Runge-Kutta 法 
本研究では，増分型 Runge-Kutta 法にトリリニア型の履
歴特性を付与した動的応答解析を行った． 
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節点力と層せん断力の関係は， 
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（２）履歴特性 
本研究において，鉄筋コンクリートの材料特性を表現
するためにトリリニアモデルを使用した．履歴特性・計
算手法及び，各種係数等の情報を以下に示す． 
 
 
 
図 3 トリリニアの骨格曲線と履歴曲線 
 
a）トリリニア 
骨格曲線が弾性を表す第 1 勾配，クラック発生後の第
2 勾配，および降伏後の第 3 勾配となる． 
b）バイリニア領域 
移動点は上下に平行する 2 本の第 3 勾配線に挟まれた
領域から出ることはできない.第 2 勾配または第 3 勾配上
の分岐点から分岐線が発生する.平行する他の勾配線上
で再度分岐が生じると，この点を偶点とし，しかも平行
する上下勾配線に内接する平行四辺形の領域が生まれ
る. 
c）勾配上の移動 
・第 1 勾配上は正負両方向移動可. 
・第 2，第 3 勾配上は正または負方向のみ移動可 
載荷時正方向，除荷時負方向. 
d）分岐後の移動 
1．骨格曲線の第 2(3)勾配上で分岐が生じると，移動点
は第 1 勾配で始まる分岐線に移動する. 
2．平行するもう一方の勾配線上で再分岐が生じた場合，
発生するバイリニア領域が移動領域となる. 
3．移動点がバイリニア領域の右上端または左下端の隅
点を超える瞬間，バイリニア領域から骨格曲線の第
2(3)勾配線上に脱出することができる. 
（３）弾塑性解析に必要な情報 
弾塑性解析を行う上で必要な情報を以下に示す． 
a）柱 
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c）耐震壁 
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d）層集約型せん断質点系 
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a ：立体骨組みモデル剛性と比較し算出 
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５． 実建物に対する動的耐震検討 
（１）検討用地震波入力 
本研究では，時刻歴応答解析を行うにあたり地震波と
して阪神淡路大震災を用いた．解析時間は 30(秒)，地震
波の入力は 0～30(秒)で解析を行った．阪神淡路大震災地
震波を図５に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4 入力地震波 
 
（２）解析結果 
動的解析によって得られた結果により作成した層間変
位-剪断力グラフを以下に記す．ただし, 層間変位-剪断力
グラフは縦軸が剪断力[N]，横軸が層間変位[m]と定める． 
a）剛性低減率なし 
 
 
 
 
図 5 １階柱 
 
 
 
図 6 1 階 壁(左図) 層(右図) 
 
 
 
 
 
 
図 7 2 階柱 
 
 
 
図 8 2 階壁・層 
 
 
 
 
図 9 3 階柱 
 
 
 
図 10 3 階壁・層 
 
 
 
 
 
 
 
b）剛性低減率あり 
 
 
 
 
図 11 1 階柱 
 
 
 
図 12 1 階壁・層 
 
 
 
 
図 13 2 階柱 
 
 
 
図 14 2 階壁・層 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 15 3 階柱 
 
 
図 16 3 階壁・層 
６． 検討 
（１）検討・考察 
a）観測 
本研究の対象として，神奈川県横浜市立大曽根小学校
の第二校舎について観測を実施した．観測においては近
場での交通量が少なく，人の活動等の外部からのノイズ
が少ない条件で行うことができた．また，生徒の活動が
少ない休日の昼間に対象建物を借りて観測を行った．観
測結果をもとに、質点モデルとの比較に必要な固有周期
の算出を行った． 
b）モデル作成 
本研究では集約型層剛性モデルを作成した．前年度はモ
デルを作成する際に質点ごとの重量を算出し入力してい
たが，今年度は各階層の重量を配分しモデルの作成を行
った． 
立体骨組モデルからせん断剛性の算出を行い，集約型層
剛性モデルにおける剛性と比較低減を行うことで，実際
の建物の性能に近い集約モデルを作成することができた
のではないかと考える． 
c）解析 
本 研 究 で は ， 作 成 し た 集 約 型 層 剛 性 モ デ ル に
Runge-Kutta 法を用いて動的応答解析を行った．結果を
見るとバイリニア，トリリニア共に表現されおおむねル
ート制御は行うことができた．しかし，第三勾配に入る
際指定した範囲を超えてプロットされている部分もある
ため急激な数値の変動により多少乱れが生じてしまって
いるのではないかと考える． 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
図 16 1 階柱重ね合わせ 
 
剛性の低減については，上図 5.1 を例にみると，低減率
入力前の青い結果と比べ入力後の赤い結果は剛性である
傾きが低減されているのがわかる．また，Ds 値を算出し
た結果は 0.45 であった．この値は 0.3~0.5 の範囲であり
これらの数値は有効であるため，この低減方法は有効な
ものであると考えられる． 
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いただきました．深く感謝いたします． 
 本論文 2 章の常時微動観測では，横浜市立大曽根小学
校の皆様に大変お世話になりました．とくに，学校長の
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修士論文を書き上げられたことに対し，これまでお世話
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